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研究分野： 社会科学 
科研費の分科・細目： 経済学・理論経済学 
キーワード： (1)失業 (2)流動性のわな (3)不況 (4)フィリップス曲線 (5)関税 

(6)貿易数量制限 (7)変動相場 (8)国際資産取引  
 
１．研究計画の概要 
 国際金融取引が自由な経済での合理的経
済主体モデルを(1)完全雇用、(2)失業を伴うも
の、のそれぞれについて構築し、各国が行う
経済政策の国際波及効果を分析する。 
(1) 完全雇用を前提に、金融資産移動が自由
な動学的国際貿易モデルを構築し、家計の選
好、人口、技術水準、課税・補助金政策など
のパラメーターの変化や国家間格差が、各国
の資本・資産蓄積、生産特化パターン、経済
厚生などに与える影響を分析する。 
(2) 失業を伴う動学モデルを構築し、各国の
関税および数量割り当て政策や国際援助政
策が各国の経常収支を通して為替レートに
及ぼす影響を分析する。さらに、それが各国
製品の国際価格競争力の変化をもたらし、そ
れによって各国の雇用がどのように変化す
るかについても分析する。 
 
２．研究の進捗状況 
(1) 完全雇用の場合については、動学的ヘク
シャー・オリーン（HO）・モデル に金融資産
の国際取引を導入し、従来のモデルを再構築
した。そこでは、家計は外国資産を保有する
ことができるから、国内の実物資本への投資
と金融資産の貯蓄の意義が分離する。それに
より、投資税か貯蓄税かによって資本蓄積に
及ぼす効果が異なることになり、生産パター
ンに与える効果も大きく異なってくること
がわかった。具体的には、投資税は国内の資
本蓄積を抑制するが、貯蓄税は多くの場合、
資本蓄積を促進する。このことを小国の仮定
のもとで明らかにした。 

 
(2) 好況国と不況国との間の資産移転が各国
の景気に与える影響について分析した。Ono 
(1994, 2001)の動学的不況理論を２国２財の
国際経済の枠組みに拡張した後、①両国とも
好況で失業が存在しない状態、②一方が不況
で失業が存在し、他方が好況で完全雇用が成
立している状態、（３）両国ともに失業が存
在する状態、のそれぞれが起こる条件を示し
た。その結果、大きな対外資産の国ほど購買
力を使い切れず、需要不足による失業が発生
する可能性の高いことがわかった。 
 次に、そのような国同士での資産の移転が
各国の景気に及ぼす影響を分析した。その結
果、①完全雇用国からの資産移転は自国の消
費を減少させるが、失業国からの移転は自国
の雇用を改善して消費を拡大すること、②完
全雇用国による資産の受け入れは自国の消
費を増やすが、失業国が受け入れれば失業が
悪化してかえって消費が減る、という結果が
得られた。以上から、失業の国から完全雇用
の国への資産移転は、被援助国だけでなく援
助国の消費も増やすということがわかった。  
 さらに、このモデルの枠組みを使って、関
税による輸入制限の効果を分析し、それが通
貨高を呼んで、かえって国内の競争力を悪化
させ、消費を引き下げることが示された。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
(理由)当初の予定通り、完全雇用のもとで自
由な国際金融資産取引が行われる場合の結
論が、取引が制限されることを前提に求めら
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れていた従来の結論と大きく異なることが
示された。また、不況モデルについても、資
産を受け取る国の方が不況に陥りやすく、そ
の場合には消費が減ることなど、完全雇用を
前提とした従来の知見と大きく異なる結果
が得られた。 
 
４．今後の研究の推進方策 
(1) 完全雇用の場合 
 投資税と貯蓄税が資本蓄積への効果の違
いを通して、生産パターンに異なる効果を与
えることを示した小国モデルを大国の場合
に拡張し、２国モデルの枠組みで同様の結果
が得られるか確かめる。 
 
(2) 不況の場合 
 当初目指した結果がおおむね得られてい
るため、そのモデルの基礎部分をさらに固め
る。具体的には、本研究のこれまでのモデル
では、価格や賃金の調整は一定速度で徐々に
行われると仮定していた。今後は、その性質
と他の調整メカニズムとの経済の動学に及
ぼす影響の違いを探る。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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